
2021年3月14日（日）

高知県　農業イノベーション推進課　兼 IoP推進機構

松島弘敏

【IoPプラットフォームの展開】

今後の事業計画と体制の検討について

資料５



IoPプロジェクトの目的
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Ⅰ 高知県が優位性を持つ施設園芸農業について、産学官の積極的な連携のもと、農業者に有益な情報を提供するデータ連携基盤（以下

「ＩｏＰクラウド」という。）を構築し、ＩｏＰクラウドの効果的運用による最先端の研究開発や先進的な人材育成、他分野との協業によ

る技術革新やビジネス創出（「ＩｏＰプロジェクト」という。）を促進することで、本県施設園芸農業の飛躍的発展と施設園

芸関連産業群の集積を実現するとともに、高知大学、高知工科大学及び高知県立大学の魅力向上を目指す。

Ⅱ 「Next次世代型連携プラットフォーム」＊の構築と運用

＊生産性向上（面積当たりの収穫量UP・作業効率UP）、高付加価値化・流通販売強化（販路拡大・Super4定）

などの方針に基づき、農業生産、流通、販売に関わる様々な事業者や機関等が連携し、生産者から消費者に至るまで農業に関係するあらゆ

る人々を豊かにしていくための一気通貫のプラットフォーム（IoPクラウドがその中心となる）。また将来的にはこれを高知県の資産に昇華

させ、他の一次産業への応用や県外・海外展開も目指す。

➡ 各IoPプロジェクトKPIの達成
➡ 高知県の施設園芸農業、大学、（税収増等による）経済等の振興

➡ 目的1.を達成するための手段でもある
➡ 資産化：農業全般、漁業、林業等への応用→高知県をSociety5.0型一次産業のメッカに
       ：他県、海外への展開→更なる高知県経済への貢献



今後のＩｏＰ推進機構の事業推進体制
　理事会のマネジメントの下、営農支援事業（目的：施設園芸農業の飛躍的発展を実現）と関連産業育成事業（目的：関連産業の創出・集積を実現）を担う公益
事業部と、プラットフォーム展開事業（目的：『ＩｏＰクラウド』のプラットフォームとしての機能充実と展開を図り、新たな付加価値を生み出す）を実施する
収益事業部の２つの部門により、３つの事業を推進する。

最終的な各事業の運営の形
　各事業毎に受益者負担を中心に運営する体制を構築していくが、公益事業部が実施する営農支援と関連産業育成については、県が一定の負担金等の支援を行う。
収益事業部が実施するプラットフォーム展開事業については、民間の自由な発想でのビジネス展開が可能となるよう公的な資金投入は行わず運営する。

・営農支援事業は、公益事業部が、県(農業振興部等)､ＪＡグループ高知と連携して実施し、将来的にはユーザーとなる農家からも利用サービスに応じた課金体
制を構築し運営していく。
・関連産業育成事業は、公益事業部が、県(商工労働部等)、IoPコンソーシアム参加企業、関連産業団体と連携して新規ビジネスや新たなベンチャーの起業を支
援、API接続・利用料や各団体からの負担金等により運営する。
・プラットフォーム展開事業は、収益事業部が、今後具体化していく事業の収益により運営していく

ＩｏＰ推進機構を核とした｢営農支援｣､｢関連産業育成｣､｢プラットフォーム展開｣の推進
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目的Ⅰの達成に向けたIoPクラウドを活用した公益事業

                              IoPクラウド  

生産者

①データベース

各種生産
データ

各種見える化、
警報、比較分

析機能等

研究機関等

研究利用

デバイス、
ソフトウェア企業

③関連産業育成機能（オープン
API、テストベッド等）

研究成
果物

④研究連携機能

JAグルー
プ高知

より良い
技術普及・
栽培指導

高知県 農
業振興部

IoPのデータ、API等を活用
した商品の新規/改良開発等

関連業界
団体

②営農支援機能（各種AIエンジン、サワ
チ、データ分析ツール等）

目的ⅠーA
高知県 施設園芸農業の発展

目的ⅠーC
キラリと光る地方大学の確立

目的ⅠーB
関連産業群の集積

高知県 商
工/産振部
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IoPプロジェクトの目的Ⅱの達成、またIoPプロジェクトの自走のための収益事業

                              IoPクラウド  

IoPプラットフォーム

　　　　　　　　　　生産者

データの需給マッチング機能

決済機能

農業、肥料、農
薬メーカー等

広告機能

カスタマイズし
たサワチ等

県外、海外、他産業　等

データ

生産物の受発注
マッチング機能

①データベース

②生産物の受発注マッチン
グサービス

③データの保管・需給マッ
チングサービス

①IoPクラウド・周辺サービ
ス等の外商展開

配送連携
機能

配送業者

需要業者（外食、中食、
加工食メーカー等）
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②営農支援機能（各種AIエンジン、サワ
チ、データ分析ツール等）

研究成
果物

データ売買
の仲介

データ売買
の仲介



IoPプラットフォームとIoPクラウドの対比表

定義 構成素 所有者 管理/運営者 管理/運営財源

IoPプラット

フォーム

（Next次世代

型連携プラッ

トフォーム）

■川上から消費者、関連産業、その他一次産業に関わる

人たちにとって役に立ち、必要であり、それを必要とす

る人達を結びつける「場」であり、これを運営すること

により運営者も利用者も付加価値を上げられる、そう

いった「しくみ」。

■またIoPプロジェクトを自走させるための手段でもあ

る（IoPプロジェクトで生まれる価値➡ビジネス➡収益

➡再投資➡価値の向上➡更なるビジネス➡更なる収

益・・・の好循環を生む）

■データを収集、連携、保管するシステム（IoPクラウド）

■決済機能

■広告機能

■生産物の受発注マッチング機能

■配送との連携機能

■データの需給マッチング機能

■その他便利機能（消費者、第一次産業従事者、関連企業等に向けた）

＊上記青字部分は未実装、来年度以降に追加開発が必要

IoPプラットフォーム上で

行われるビジネスからの

高知県知財等に対するロ

イヤリティや企業等から

の広告収入　など

IoPクラウド

■高知県の施設園芸農業の発展、関連産業群の集積、地

方大学の魅力向上を実現させるためのデータ連携・活用

のための基盤システム

■IoPプラットフォームの一部であり、データ（JAデー

タ、生産者データ、デバイスからのデータ等）を収集

し、データとデータやデータと人/組織を連携させること

で役立たせて、さらに多くのデータを収集し、またそれ

らのデータを保管するためのシステム

①：データベース

②：営農支援機能（データ収集⇨価値貢献⇨更なるデータ収集を目指す）

   ・各種AIエンジン（北野エンジンをはじめとする）

　・サワチ（農家向けシステム）

　・データ分析システム

③：関連産業育成機能（IoPクラウドとの連携デバイス/アプリの増加、新規創出

を目指す）

　・オープンなデバイスAPI＆ソフトウェア開発API

　・テストベッド（サポート体制含む）

④：研究連携機能

　・研究機関等がIoPクラウド上のデータを活用した研究を実施するための機

能。

高知県

①：高知県（実務は業者

等に委託）

②：高知県農業振興部、

JA高知県

③：商工労働部、産業振

興推進部、関連産業の業

界団体など

④：農業振興部、各大学

■高知県の県費

■関係組織からの運営負

担金（未定）

■ユーザーの利用料金

（未定）

■IoPプラットフォーム上

で行われるビジネスから

のロイヤリティ（IoPクラ

ウドなど高知県の所有

物、知財等を活用するこ

とに対する）

高知県が認める、IoPプラット

フォームの定義を実現させられ

る組織
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                              IoPクラウド  

IoPプラットフォーム

IoPクラウド/プラットフォームの全体像

生産者

①データベース

各種生産
データ

各種見える化、
警報、比較分

析機能等

研究機関等

研究利用

デバイス、
ソフトウェア企業

③関連産業育成機能（オープン
API、テストベッド等）

研究成
果物

④研究連携機能

JAグルー
プ高知

より良い
技術普及・
栽培指導

高知県 農
業振興部

データの需給マッチング機能

決済機能

IoPのデータ、API等を活用
した商品の新規/改良開発等

関連業界
団体

②営農支援機能（各種AIエンジン、サワ
チ、データ分析ツール等）

農業、肥料、農
薬メーカー等

広告機能

生産物の受
発注マッチ
ング機能

需要業者（外食、中食、
加工食メーカー等）

データ売買
の仲介

データ売買
の仲介

配送連携
機能

配送業者

カスタマイズし
たサワチ等

県外、海外、他産業　等

その他便利
機能 消

費
者

第
一
次
産
業
従
事
者

関
連
企
業
等

データ

データ

IoPクラウドの
４つの構成素

今後、IoPプラットフォーム上に
追加開発が必要な機能と創出され

る価値（ビジネスの源泉）

高知県 商
工/産振部
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具体化に向けた今後の検討について

■IoP推進機構理事、顧問

■IoPコンソーシアム参加企業

■関連産業団体

■IoPプロジェクトのスーパーバイザー、アドバイザー

■本課題に対する高知県の主管部署（現在最終調整中）

等の方々と一緒に

・各事業の計画

・収益事業部のスキームと体制

等の具体化に向けて、しっかりと検討を進めていく。

その進捗は本理事会等の場で適宜、共有させていただく。
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